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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高 (千円) 787,120 879,400 872,967 726,701 593,597

経常損失 (千円) 342,306 333,315 279,102 199,586 152,066

当期純損失 (千円) 410,756 345,558 340,188 204,136 155,185

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,116,3681,116,3681,116,3681,116,3681,116,368

発行済株式総数 (株) 33,897 33,897 33,897 33,897 33,897

純資産額 (千円) 1,675,9721,311,614990,226 785,610 618,264

総資産額 (千円) 1,959,9761,604,4261,246,319866,860 722,712

１株当たり純資産額 (円) 49,443.1038,694.1329,212.8023,176.3918,239.49

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当
額)

(円)

(円)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

１株当たり当期純損失 (円) 13,593.1010,194.3610,035.946,022.254,578.16

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 85.51 81.75 79.45 90.63 85.55

自己資本利益率 (％) △29.73 △23.13 △29.56 △22.99 △22.11

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △359,842△476,140△79,944△232,632△243,457

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △17,038 △4,774 △6,406 190,033 △4,947

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 989,432 ― ― ― ―

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 1,160,663679,749 593,397 550,798 302,393

従業員数 (名) 26 31 30 24 26
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(注) １　当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、記載して

おりません。

２　売上高には消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第８期は潜在株式は存在しますが１株当たり当期純損失のため記

載しておりません。第９期以降は、１株当たり当期純損失であり潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【沿革】

当社取締役名誉所長である松原謙一は、長年遺伝子関連の先端研究を行っており、この研究活動の成果を事業化

するとともに、高い技術を保持し、かつグローバルな視点からの競争力のある技術を絶えず開発していくことでわ

が国のバイオ産業の発展に貢献するため、この目的に賛同されたライフサイエンス分野で活躍されている方々の

出資、協力を受け、平成11年４月１日に当社を設立いたしました。
 

年月 経歴

平成11年４月
株式会社デイエヌエイチップ研究所を神奈川県横浜市保土ヶ谷区に設立

(資本金2,200万円)、ＤＮＡチップの研究を開始

平成11年４月 日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社(以下「日立ソフト」)と共同研究開始

平成11年８月 国産第一号となる汎用ＤＮＡチップ「Yeast Chip ver 1.0」を販売開始

平成13年12月横浜市鶴見区(「横浜サイエンスフロンティア」地区)に本社移転、集約化

平成14年９月 Ace Gene「Human Oligo Chip 30k」を販売開始

平成14年11月商号を「株式会社ＤＮＡチップ研究所」に変更

平成15年６月 普通株式１株を２株に分割（分割により増加した株式数：普通株式6,300株）

平成15年６月 Ace Gene「Mouse Oligo Chip 30K」を販売開始

平成16年３月 東京証券取引所マザ－ズ市場に株式上場（資本金6億1,650万円に増資）

平成16年６月 「Ace Gene 30K on One Chip version」を販売開始

平成16年９月 「Hyper Gene Rat cDNA Chip」を販売開始

平成17年５月 普通株式１株を２株に分割（分割により増加した株式数：普通株式13,600株）

平成17年11月新規なアミノ化試薬を開発し、シグマアルドリッチジャパン株式会社とライセンス契約を締結

平成18年４月 「Ace Gene Premium Human」を販売開始

平成18年５月 「Probe Bank」を搭載した「3D-Gene」（酵母全遺伝子型チップ）を販売開始

平成18年６月 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行（発行総額10億円）

平成18年11月米国Agilent Technologies Inc.とＤＮＡマイクロアレイ事業で戦略的提携

平成18年12月第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の全額株式への転換完了（資本金11億1,636万円）

平成19年５月 「ConPath Chip」及び「ConPath Navigater」を開発し、新たな受託解析事業を開始

平成19年８月 学校教育向け遺伝子解析教材「ハイブリ先生」を販売開始

平成19年11月「Probe Bank」が「第２４回神奈川工業技術開発大賞」奨励賞を受賞

平成20年３月 ヒュービットジェノミクス株式会社からゲノム解析事業を移管

平成20年３月 ＲＮＡチェックによるリウマチ抗体医薬の薬効診断臨床実験を開始

平成20年３月 「MammaPrint」による乳癌予後予測検査サービス事業の開始

平成21年４月 プライバシーマーク付与認定

平成22年７月 竹田理化工業株式会社、米国WaferGeneBiosystems,Inc.と戦略的提携　次世代型超高速超高感度

リアルタイムＰＣＲ装置(「SmartChip」)の国内独占販売、受託サービスを開始

平成23年１月 株式会社理研ジェネシスと遺伝子解析サービスで業務提携

平成23年３月 臨床研究遺伝子発現データベース「iCIS-crdb」の製品発表、販売開始
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３ 【事業の内容】

当社は、受託解析及びＤＮＡチップ関連技術開発、ＲＮＡチェック関連技術開発を行う「研究受託事業」と、Ｄ

ＮＡチップ、ライフサイエンス関連機器(ソフトウェア等を含む)、並びにバイオ関連情報機器の販売を行う「商品

販売事業」を主な事業の内容としております。

過去３期間における事業別売上高推移は次の表のとおりであります。
 

セグメントの名称
平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

売上高
(千円)

構成比
(％)

売上高
(千円)

構成比
(％)

売上高
(千円)

構成比
(％)

研究受託事業 313,01735.9 286,70639.5 347,05958.5

商品販売事業 559,95064.1 439,99460.5 246,53841.5

合計 872,967100.0 726,701100.0 593,597100.0

(注) １　数量については、その内容が多岐にわたるため記載を省略しております。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

 

（１）研究受託事業

研究受託事業では、大学・政府等の公的研究機関、製薬会社、食品会社、化粧品会社及び検査・診断会社等のバイ

オ関連企業から、ＤＮＡチップ関連の解析や統計処理、顧客要求仕様に基づいたＤＮＡチップ（カスタムチップ）

の設計を受託しております。ＲＮＡチェック関連技術開発では、「リウマチ総合診断支援サービス」に加えて、臨

床現場で研究に必要なデータをデータベース化した統合臨床インフォマティクス・システム「iCIS」の開発及び

販売サービスを推進しております。

また、国立大学法人大阪大学や国立大学法人金沢大学、学校法人埼玉医科大学等との共同研究を通して、将来の

診断・創薬に役立つＲＮＡチェック技術の実用化に向けた研究を進めております。

さらに、これらに加えて、国家プロジェクト等からの研究開発事業等を含めて、わが国の遺伝子発現情報の収集

に寄与します。

当社が当事業年度に参画した国家プロジェクト等からの研究開発事業は以下のとおりです。

・「個別化医療のための大腸癌転移予測診断システムの実用化開発」

（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(ＮＥＤＯ)より受託：平成２１年度イノベーション

実用化開発費助成金）

・「自己免疫疾患の制御系の変形評価とそれに基づく創薬・薬効評価」

（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(ＮＥＤＯ)より受託：平成２２年度イノベーション

実用化開発費助成金）

・「体調の変化と免疫系の変動：微細炎症と年齢」

（独立行政法人科学技術振興機構(ＪＳＴ)より受託：平成２１年度研究成果最適展開支援事業フィージビ

リティスタディ可能性発掘タイプ）

 

これらの経験に基づき、製薬・食品等の企業向けの、高次データ解析による遺伝子データの高付加価値化などを

通じて、顧客の各レベルの要望に応じたコンサルテーションを行っております。

 

 

 

 

 

 

①受託解析サービス

Total ＲＮＡサンプルより、ターゲット調整、ハイブリダイゼーション、画像解析までを行う、豊富なラインナッ

プのマイクロアレイを使った受託サービスであり、次のような種類があります。

 

（ⅰ）Agilent Technologies Inc.（以下アジレント）社製マイクロアレイ受託解析サービス
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・遺伝子発現解析サービス

　パスウェイ
注１）

解析、オントロジー
注２）

解析、発現差のある遺伝子の抽出など、データを理解し易いように

加工。

・アレイＣＧＨ解析サービス

Gain/Lossのあった領域を提示し、その領域にある遺伝子を検出。

・ｍｉＲＮＡ発現解析サービス

発現差のあるmiRNAのターゲット遺伝子を検出。

・メチレーション解析サービス

メチル化しているＣｐＧ
注３）

領域を提示し、その領域が関与する遺伝子を検出。

 

（ⅱ）WaferGenBiosystems,Inc.(以下WaferGen社)製ＳｍａｒｔＣｈｉｐ受託解析サービス

WaferGen社製SmartChipは、一度に5,000以上の反応が可能なリアルタイムＰＣＲ装置で、従来のリアルタ

イムＰＣＲ装置と同様のダイナミックレンジで、10倍以上のパフォーマンスを有しています。また、1反応

が100nLと非常に微量で、従来の反応の100分の１の容量で測定することができます。

本装置を用いて少量の試料から、短時間で網羅的な遺伝子定量解析が可能です。

 

（ⅲ）Ｃｏｎｐａｔｈパスウェイ実験受託解析サービス

　　発現解析・パスウェイ解析をトータルにサポートするサービスです。ＤＮＡチップ解析が初めての方でも簡

単にパスウェイ情報を取得でき、注目すべき生命現象へいち早くナビゲートします。

 

（ⅳ）統計解析サービス

膨大なチップの数値化データから、統計的に解析を行い、データ抽出を行います。AceGene、アジレント社製

マイクロアレイ、3D-Gene、cDNA チップの４種類のチップを使用した受託サービスを実施しております。

 

②ゲノム医学解析

高品質かつ国際基準的なヒトゲノム解析技術と、バイオ・インフォマティクス能力による情報処理技術とを組

み合わせることにより、ジェノタイピングから臨床遺伝統計解析までワンストップのゲノム医学解析を行います。

 

（ⅰ）ＣＮＶ
注４）

解析

ｄｅＣＯＤＥ社のＣＮＶチップやアジレント社のＣＮＶアレイを使用したＣＮＶ解析を行います。また、

ＣＮＶの遺伝医学統計解析も行います。

 

（ⅱ）ＳＮＰ
注５）

解析

Illumina,Inc.（以下イルミナ）社の全ゲノム・ＳＮＰジェノタイピング用チップを使用し、ゲノムワイ

ドＳＮＰチップサービスを提供しています。また、個別ＳＮＰタイピングサービスとして、比較的少数のＳＮ

Ｐタイピング実験にも対応しております。

 

注１）パスウェイ：パスウェイとはシグナル伝達、代謝、転写制御など各生命現象における物質や情報の一連の流れであ

り、これまでに蓄積された膨大な文献情報を活用し、文献から抽出された既知の分子間相互作用情報を組み合わせた

ものです。

注２）オントロジー：ものの存在自身に関する探究、あるいはシステムや理論の背後にある存在に関する仮定。

注３）ＣｐＧ：ＤＮＡのシトシンとグアニンが並んでいる場所。相補的な配列ももちろんＣｐＧであります。

注４）ＣＮＶ：ある集団のなかで１細胞あたりのコピー数が個人間で異なるゲノムの領域のことをコピー数多型（Copy

Number Variation）と言います。

注５）ＳＮＰ：ある生物種集団のゲノム塩基配列中に一塩基が変異した多様性が見られ、その変異が集団内で1%以上の頻

度で見られる時、これをＳＮＰ（Single Nucleotide Polymorphism一塩基多型）と呼びます。

 

③診断支援サービス

（ⅰ）リウマチ総合診断支援サービス

遺伝子の働き検査する方法を医療・医薬分野へ応用し、学校法人埼玉医科大学総合医療センターとの共同

研究の成果をもとに、特定の疾病をターゲットとした薬効予測サービス・モデルを開発し、関節リウマチ患者

を対象に、関節リウマチ生物学的製剤インフリキシマブの効果予測検査の有償化サービスを開始するととも

に論文化、特許申請を行い、学校法人慶応義塾大学病院などの複数の医療機関と多施設試験を行いました。ま
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た、それらの成果をもとに先進医療化への申請を行いました。今後は多剤効果判定の研究開発に注力し、診断

支援サービスメニューの拡充を目指します。

なお、本検査は研究用に開発された検査であり、そのため本検査結果は投薬による効果を診断または保証す

るものではありません。

 

本検査は学校法人慶應義塾大学医学部内科学教室リウマチ内科教授 竹内　勤先生と、ＤＮＡチップ研究所

との共同研究の成果に基づいています。

 

（ⅱ）統合臨床インフォマティクス・システム「iCIS」

統合臨床インフォマティクス・システム「iCIS」は臨床インフォマティクス支援ソリューション

「iCIS-mi」、臨床インフォマティクス実行ソリューション「iCIS-ri」及び臨床研究遺伝子データベース

「iCIS-crdb」の３つの製品サービスで構成されています。

・iCIS-mi（ICIS for medical institutes）:情報処理機関の立場から、共同研究先である医療機関において

共同構築した、サンプル・臨床情報等の収集と利用のための情報処理環境をシステム化した製品（平成22

年10月商品化）。

・iCIS-ri（iCIS for research institutes）：情報処理機関（ＤＮＡチップ研究所）において運用中の情

報解析環境およびデータベースを、運用ノウハウとともにシステム化した製品（平成22年10月商品化）。

・iCIS-crdb（iCIS for Clinical Research Databasa）：臨床情報付きＲＮＡデータベースです。研究対象

を特定して、創薬研究、新診断マーカ、疾患モニタリング・マーカ探索に導入すれば、新規に基礎の臨床研究

と実験解析を実施することなく、臨床インフォマティクス解析研究、特にバイオ・マーカの探索等の研究用

にシステム化した製品（平成23年3月商品化）。

 

本システムを活用することにより、医療現場における臨床情報入力の効率化と適切な情報の収集、並びに医

療機関や製薬企業等の研究部門における臨床インフォマティクス解析研究を強力に推進することができま

す。

 

④研究開発

（ⅰ）ＲＮＡチェックの開発

大学・研究機関との共同研究等により、将来の診断・創薬に役立つ遺伝子の働きを検査する新しい方法を

開発しました。その方法は、“ＲＮＡチェック
TM
”（遺伝子発現検査）と呼び、遺伝子の「変異」を調べるＤ

ＮＡ検査（遺伝子検査）とは別の検査方法で、その検査対象は、人、動物、植物、微生物、細菌（ウィルス）など

生物の血液・組織等の検体です。

現在、このＲＮＡチェックに基づいた次の研究開発を進めております。

・大腸癌診断チップの開発とそれを用いたステージⅡ大腸癌予後予測

ステージⅡ大腸癌の手術を受けた患者様の切除癌のＲＮＡから、転移ができるかどうかを予測できます。

本検査は国立大学法人大阪大学医学部との共同研究です。

・ＲＮＡチェックによる免疫系の機能解析

免疫年齢　（特許申請中） 

血液による病気の診断は数多くありますが、私達の目的は、健康診断時に免疫系の機能を調べ、快適で健

康な生活の追及を病気になる前に指導する総合的なシステムつくりにあります。

免疫は年齢によって大きく変わります。これをRNAチェックでデータベース化しています。加齢や疲労に

関する免疫機能のＲＮＡチェック研究で、未病社会に貢献します。

生物製剤の効果 

高価な抗体医薬も使い方によっては無効だったり、却って害になったりします。抗リウマチ薬について

研究を進めています。学校法人埼玉医科大学との共同研究です。

疲労 

運動して疲れた、残業でシンドイ。全て免疫系に現れます。その仕組みと対処法を研究しています。

食品・サプリメントとからだ 

食品やサプリメントが健康に及ぼす効果を、免疫の遺伝子発現の側面から研究しています。数多くの研

究結果より、食品やサプリメントが免疫に与える影響は意外に大きいことを我々は発見しました。

お手持ちの機能性食品・サプリメントが免疫に及ぼす研究をご検討中の皆様、お問い合わせ下さい。Ｄ
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ＮＡチップ研究所が持つノウハウをもとに解析することで、新たな側面が見えてくるでしょう。

 （ⅱ）オリゴヌクレオチド関連技術ProbeBankの開発

マイクロアレイは1度に多くの遺伝子発現状態を検出できる画期的な技術です。しかし、これまでのマイク

ロアレイは、発現量の少ない遺伝子を検出することが困難であるとされています。 また、クロスハイブリダ

イゼーションによる擬陽性なシグナルが検出されるという問題点もあります。 ProbeBankはこれらの問題点

を解決するために、独自のプローブ設計技術と高品質ＤＮＡ合成技術を駆使し、遺伝子発現の微弱な変動を

検出し、かつ既存のオリゴセットよりも特異性・再現性に優れたオリゴヌクレオチドセット作成をコンセプ

トとして独立行政法人産業技術総合研究所と共同開発しました。なお、このProbeBankは「第24回神奈川工業

技術開発賞」奨励賞を受賞しました。

現在は、独立行政法人産業技術総合研究所と共同で診断チップの感度向上のための生体関連物質の微量検

出を目的としたオリゴヌクレオチド関連の新技術開発を推進しております。

 

（ⅲ）次世代チップの研究

これまでの網羅的チップから研究者の目的に沿った目的別チップやパスウェイ解析用チップ等の研究、開

発を進めております。また、これら目的別チップやパスウェイ解析用チップは今後の検診ビジネスに向けたＲ

ＮＡチェック用チップ開発のためのベースになるものと位置付けております。
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事業の系統図は次のとおりであります。

（１）研究受託事業

研究受託事業の系統図は次のとおりであり、以下の３つからなっております。

①受託解析サービス：受託解析結果を販売会社経由又は直接販売いたします。また、関節リウマチ患者を対象に

薬効予測サービス・モデルを開発し、有償化サービスを実施しております。さらに、カスタムチップの設計・

製造（製造は日本碍子株式会社（以下日本ガイシ）或いはアジレントに依頼）を行い、販売会社経由又は直

接販売しております。

②ゲノム医学解析サービス：ＣＮＶ解析、ＳＮＰ解析結果を販売会社経由又は直接販売いたします。

③診断支援サービス：リウマチ総合診断支援サービスをリウマチ医療機関に、またiCISを医療機関或いは製薬
会社の研究機関に直接販売しております。

④研究開発：ＤＮＡチップ関連技術の研究開発を当社の独自技術で推進しておりますが、さらに大学、公的研

究機関等との共同研究も行なっております。
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（２）商品販売事業

商品販売事業では、汎用ＤＮＡチップとして、ハイブリ先生、3D-Gene等を販売しております。また、検査サービス

の一環として乳癌の予後予測等を行う診断ツールを導入し、これを販売しております。

さらに、ＤＮＡチップに関連するライフサイエンス関連機器（ソフトウェア等を含む）については、当社での使

用経験に基づき、顧客要望に応えられる機器をメーカーから取り寄せ、販売しております。

 

①汎用チップ・診断ツール・ライフサイエンス関連機器の販売

商品販売事業における汎用チップ・診断ツール・ライフサイエンス関連機器の系統図は次のとおりであり、

以下の３つからなっております。

(ⅰ)汎用チップ：当社が開発し住友ベークライト株式会社（以下住べ）が製造したハイブリ先生、東レ株式会

社（以下東レ）と共同開発し、東レが製造した汎用チップを仕入れ、販売会社経由又は直接販売しており

ます。また、当社がイルミナ社製Solexa等高速シーケンサを納入した顧客に対し、イルミナ社から試薬等を

仕入れ、販売会社経由又は直接販売しております。

WaferGen社製リアルタイムＰＣＲ装置であるSmartChipについては、国内総代理店である竹田理化工業株

式会社（以下竹田理化）から試薬を仕入れ、販売会社経由又は直接販売しております。

(ⅱ)診断ツール：オランダのAgendia社等国内、海外の診断ツール開発会社から仕入れ、販売会社経由又は直

接販売しております。

(ⅲ)ライフサイエンス関連機器：当社での使用経験に基づき、顧客要望に応えられる機器をメーカーから取

り寄せ、販売会社経由で又は直接顧客に販売しております。
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② 遺伝子関連実験・解析システム提供サービス

顧客要求仕様を分析し、研究や実験を効率的に進められるライフサイエンス関連機器を選定するとともに、

バイオインフォマティクス
注）
による研究に必要なバイオ関連情報機器(ソフトウェア・データベース・

ハードウェア)を組合せた「遺伝子関連実験・解析システム提供サービス」を行っております。

 

注）バイオインフォマティクス：生命現象の研究をスムーズに行うための、生物科学と融合した情報処理技術のこと

です。具体的には、膨大な遺伝子情報から有用な知識を発見したり、実験計画の立案をしたりする為のデータベー

スの構築や、これらのデータベースを有機的に統合化し、生物をシステムとして理解することを目指します。

 

商品販売事業における遺伝子関連実験・解析システム提供サービスの系統図は次のとおりであり、以下の

２つからなっております。

(ⅰ) ライフサイエンス関連機器：機器製造・販売会社より一般流通のライフサイエンス関連機器等を仕入

れ、ＳＩ事業者取りまとめ経由あるいは直接顧客に販売しております。

(ⅱ) バイオ関連情報機器：機器製造・販売会社よりバイオ関連情報機器を仕入れ、ＳＩ事業者取りまとめ経

由あるいは直接顧客に販売しております。

 

　当社が顧客ニーズを満足する遺伝子解析用ライフサイエンス関連機器の選定や、バイオインフォマティクス

に対する顧客要求仕様の分析と機種選定、システムコンサルテーションを提供することに基づいて上記

(ｉ)(ⅱ)の販売を行っております。

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社ＤＮＡチップ研究所(E05389)

有価証券報告書

11/83



４ 【関係会社の状況】

 

該当事項はありません。

 

 

 

 

 

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成23年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

26 38.9 5.2 5,301

 

セグメントの名称 従業員数(名)

研究受託事業 20

　商品販売事業 3

　全社（共通） 3

合計 26

(注) １　従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　全社（共通）は、総務及び経理の管理部門の従業員であります。

 

(2) 労働組合の状況

労働組合の結成はありませんが、必要の都度従業員代表と意見交換を行っております。その結果、労使関係は

相互信頼のもと安定的に維持されております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度におけるわが国経済は、海外経済の改善や緊急経済対策を初めとする政策の効果などを背景によう

やく回復基調が見え始めたものの、本年３月11日に発生した東日本大震災、福島原子力発電所の事故という未曽有

の危機、またそれに伴う計画停電の実施などが国内経済に及ぼす影響は計り知れず、先行きの影響は見通しづらい

状況となっております。

　政治情勢においては経済情勢以上に大きく変化し、新政権発足後各分野で新しい政策が打ち出されましたが、こ

の中で当社が関連するライフサイエンス分野につきましては、新成長戦略において重要な戦略分野として掲げら

れ、現実には、社会の急速な高齢化への対処と、癌やメタボリック・シンドロームなどに対する予防医療の必要性

が強く打ち出されており、大震災並びに関東地区における計画停電などで一時的に経済の悪化局面に陥ることが

懸念されますが、長期的にはライフサイエンス関連環境における需要は安定的に進むものと考えております。

このような状況下において、当社は選択と集中による研究受託事業の拡大による業績改善を目標に、受託解析

サービス事業の強化及び診断事業メニューの充実を図りました。

この結果、当事業年度の売上高は、593百万円（前年同期比81.7%）、利益面では、営業損失153百万円（前年同

期205百万円）、経常損失152百万円（前年同期199百万円）、当期純損失は155百万円（前年同期204百万円）と

なりました。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

 

①研究受託事業

研究開発事業においては、公立機関の研究受託公募に新技術を活用した研究開発を積極的に提案し、新たに独

立行政法人科学技術振興機構(ＪＳＴ)及び独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(ＮＥＤＯ)に提

案が採択されました。

マイクロアレイを使用した受託解析サービスでは、リピート顧客フォローの充実による繰り返し受注の確保と、

運動疲労・精神疲労チェックなどの提案型研究受託案件の強化を図っております。また、新規受託メニューとし

て、WaferGen社製SmartChipを用いた受託を開始しました。

診断事業においては、リウマチ総合診断支援サービス拡販の一環として、提携クリニックの充実を推進すると

ともに、平成22年10月より臨床現場で研究に必要なデータをデータベース化した統合臨床インフォマティクス・

システム「iCIS」の販売サービスを開始し、平成23年３月にそのファミリー製品である臨床研究遺伝子発現デー

タベース・ソフトウェア製品「iCIS-crdb」を国内大手製薬企業に納入しました。

 

その結果、当事業年度の売上高は、ほぼ予想通りの347百万円（前年同期比121.1%）となりました。

 

②商品販売事業

商品販売事業においては、複数の医学系大学から「ハイブリ先生」を受注するとともに、公的研究機関から高

速シーケンサ関連の試薬を受注しました。しかしSmartChipやスキャナー装置など当初予定していた機器・シス

テムの受注が確保できず、大幅に売上予算を下回りました。

 

その結果、当事業年度の売上高は、246百万円（前年同期比56.0%）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物は、前事業年度末残高より248百万円減少して302百万円となりま

した。当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローでは、前事業年度に232百万円の支出となったのに対し、当事業年度は243

百万円の支出となりました。これは主として税引前当期純損失154百万円、売上債権の増加152百万円などによる

ものですが、仕入債務の増加25百万円などの収入もありました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローでは、前事業年度190百万円の収入に対し、当事業年度は4百万円の支出

となりました。主な要因は、固定資産の取得による支出14百万円によるものですが、固定資産の取得に伴う国

庫補助金の収入9百万円もありました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローでは、前事業年度、当事業年度とも収入・支出はありませんでした。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当事業年度における生産実績を示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％)

研究受託事業 519,140 145.8

合計 519,140 145.8

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 仕入実績

当事業年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 仕入高(千円) 前年同期比(％)

研究受託事業 209,007 138.4

商品販売事業 213,694 52.0

合計 422,701 75.2

(注) １　金額は、仕入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 受注実績

当事業年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

研究受託事業 346,626 120.3 18,044 97.7

商品販売事業 245,288 57.5 ― ―

合計 591,914 82.8 18,044 91.5

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4) 販売実績

当事業年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

研究受託事業 347,059 121.1

商品販売事業 246,538 56.0

合計 593,597 81.7

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりです。

 

相手先

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

和光純薬工業㈱ 199,70127.5 185,74731.3

㈱池田理化 87,908 12.1 8,349 1.4

理科研㈱ 78,204 10.8 46,612 7.9

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当社の事業分野でありますライフサイエンス分野は、今後市場が益々拡大するものと期待されております。この

ような環境下における当社の対処すべき課題は次のとおりです。

 

(1) 現状事業の強化

当社は、現在研究受託事業と商品販売事業の２つの事業を進めておりますが、このうち特に研究受託事業の拡大

を図ることが最重要課題です。このため、新たな研究受託先となるパートナーの開拓を積極的に推進してまいりま

す。

(2) 診断チップ及び診断関連事業の研究開発の推進

現在ＤＮＡチップは、研究分野向けを狙った網羅型の平板チップが主流ですが、平成25年頃になると個人化医療

に対応した診断チップの需要が拡大してくると予想されます。当社はこれに対応するため、大学、公的病院等と共

同研究開発契約を締結し、ＲＮＡチェックを用いた癌やメタボリック・シンドロ－ム、免疫関連等に的を絞った臨

床診断チップの開発、事業化を強力に推進してまいります。また、診断関連事業としてiCISの充実、メニュー拡大を

図ってまいります。

(3) 人材の確保

大学、公的病院等と臨床診断チップ等の共同研究開発を進めていく上では、専門的知識と技術を有した人材の確

保及び育成とその定着を図ることが重要であると認識しております。経験豊富な研究者の確保や新卒者の採用等

年々体制の強化を進めておりますが、今後診断チップ等新たな研究開発を進めていく上で、さらなる優秀な研究者

の確保が必要であり、この人材の確保に努めてまいります。一方、評価実験、製造等を担当する技術者(テクニシャ

ン)につきましては、作業の機械化や外注等による対応を進めていく考えです。

(4) 営業体制の強化

当社の営業部門は、人員もまだ少数であり充分な体制を整えているとは言い難い状況にあります。特に、研究受

託事業における受託解析サービスと商品販売事業における汎用チップ販売については、将来の診断ビジネスへの

事業展開を考えると、バイオ業界における専門知識及びスキルを有した人材の採用等の営業力強化が重要である

と認識しております。このため、顧客ニーズの迅速な取り込みはもとより、顧客第一主義の徹底を推進するととも

に、営業基盤の強化に向けて、人材の採用や育成及び技術部門との連携強化等の施策を講じております。

(5) 特許対応

遺伝子関連事業においては、競合会社に対抗していくためには特許権その他の知的財産権の確保が非常に重要

であると考えております。当社は、これまでＤＮＡチップ開発のための基礎特許を中心に特許出願を行ってまいり

ましたが、今後は大学、公的病院等と共同研究開発を進めている臨床診断チップ向けコンテンツの成果を積極的に

特許権として取得する方針です。このため、共同研究開発契約でも契約先と共同で特許出願を行う権利確保を標準

としております。戦略特許に値するものについては、当社単独での出願も行う方針であります。
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４ 【事業等のリスク】

当社の事業展開その他に関してリスク要因と考えられる主な事項を記載しております。また、投資家の投資判断

上、重要であると考えられる事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観点から下記に開示しておりま

す。なお、当社はこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針

です。

なお、記載における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 

（１）当社の事業について

当社が属しているＤＮＡチップ市場は、国内外を問わないことから、日本国内のみならず世界中の同業他社と競

合状態にあり、また他業種からの参入も増加するとみられ、市場における競争はさらに激化することが予想されま

す。当社としては、早期にチップの開発、発売を目指しておりますが、他社が同種の製品を当社より先に販売した場

合や、当社よりも安価な製品を販売した場合など、当社が新製品を発売しても期待通りの収益をあげることができ

ない可能性があります。

 

（２）経営成績の季節変動について

現在、バイオ産業は主として国のバイオ関連予算をベースに事業を行っております。これはバイオ企業全体の傾

向であり、当社の顧客も例外ではありません。予算施行が可能となっても、顧客は年度内に予算の施行を行なえば

良いことから、１月～３月に施行する例が多くあります。同様に、大口案件では導入準備に時間を要することもあ

り、年度末近くに納入することが一般的で、このため下期の売上が大きくなる傾向があります。

また、上期については、前年度内に翌年度予算が国会にて成立した場合においても、予算の施行が早くても７月

頃からとなるため、７～９月に比べ４～６月の売上が少なくなる傾向があります。

今後については、季節性の少ない民間企業からの受注増加を図り、収益を安定させていく考えです。

 

（３）経営上の重要な契約等

当社は平成２３年３月３１日現在、「５．経営上の重要な契約等」に示すとおりビジネス展開上重要と思われ

る契約を締結しております。契約先とは密接な関係があり、相互利益のもとに研究開発を推進していることから、

当該契約の解消の可能性は低いと考えておりますが、契約が継続されない場合は当社の業績に影響を及ぼす可能

性があります。

 

（４）ＤＮＡチップに関する知的財産権について

① 当社の特許戦略について

当社が事業を営んでいるバイオ業界は技術革新が著しく、特許が非常に重要視されております。

当社が現在保有している特許は４件でありますが、これ以外に出願中のものが３１件あります。しかしながら、

現在出願している特許がすべて成立するとは限らず、他社特許に抵触した場合等、当社の事業に影響を及ぼす可

能性があります。

また、他社特許への抵触は事業に影響する要因のひとつとなるため、当社事業に関連する他社特許について

は、特許電子図書館（特許庁）などを利用し、定期的かつ継続的に情報を収集し監視するとともに、重要と思わ

れる特許については、特許庁から個別に資料を入手し、他社特許の出願・審査状況等の早期把握に努めておりま

す。また、関連特許に問題点等がある場合には、特許事務所など有識者の意見、指導を受け、他社特許に抵触する

ことのないように注意を払っております。

平成２３年３月３１日現在、当社の事業に関連した特許権等の知的財産権について、第三者との間で訴訟やク

レームといった問題が発生したという事実はありません。当社として、このような問題を防止するために、上記
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のような注意を払っておりますが、潜在特許や他社との開発競争の中で、今後どのような特許が成立するか予測

しがたいところであり、知的財産権に関する問題を完全に回避することは困難であります。

したがいまして、仮に第三者の出願した特許が成立し、当社がその第三者の知的財産権を侵害しているという

公的な判断が下された場合、損害賠償金を負担する可能性や、ロイヤリティを支払わざるを得ないという可能性

があり、これらの事態が生じた場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。

 

② 共同研究における特許の帰属について

当社と大学及びその他公的機関に属する研究者との間で実施する共同研究において、その成果となる知的財

産権に関しては、共同研究開発契約により各々の権利の持分を定めております。今後、大学の特許管理体制の方

針転換が行われた場合、新たな費用発生が生じる可能性があり、当社の事業に影響を及ぼす可能性があります。

 

（５）薬事法等の法的規制について

① 「薬事法」について

「薬事法」では、人または動物の疾病の診断、治療または予防に使用されることが目的とされているもので

あって器具器械でないものを医薬品と定めており、医薬品は薬局開設者または医薬品販売業の許可を受けた者

でなければ販売できません。

ＤＮＡチップは、血液疾患の研究や毒性物質検査、環境ホルモン検査等に使用されるものであり、「薬事法」

に該当する医薬品ではありませんので、薬事法の規制は受けておりません。しかし、ＤＮＡチップのユーザーが

医療臨床診断に使用した場合は薬事法に該当することになりますので、ユーザーに使用方法の注意を促すため、

当社が販売している汎用ＤＮＡチップのカタログには、「本製品は研究用であり、医療、臨床診断には使用しな

いようご注意ください。」と記載しております（なお、現在は研究用のＤＮＡチップを販売しておりますが、臨

床診断用チップの研究開発を進めており、これを製品化した場合は「薬事法」の対象となる可能性がありま

す）。

 

② 「組換えＤＮＡ実験指針」について

本指針は、組換えＤＮＡ実験の安全を確保するために必要な基本条件を示し、組換えＤＮＡ研究の推進を図る

ことを目的に、昭和５４年８月に内閣総理大臣決定されたものであります。当社では、本指針に規定されている

物理的封じ込めレベルP2（レベルはP1～P4であり、数値が大きいほど高い安全性が要求される）までの実験が

可能な施設を保有しており、本指針に従って実験を行っております。なお「組換えＤＮＡ実験指針」（平成１４

年１月３１日文部科学省告示第５号）の「組換えＤＮＡ実験の安全確保」には以下が示されております。

(ⅰ) 組換えＤＮＡ実験（以下「実験」）は、その安全を確保するため、微生物実験室で一般に用いられる標準

的な実験方法を基本とし、実験の安全度評価に応じて、物理的封じ込め及び生物学的封じ込めの方法を適

切に組み合わせて計画され、及び実施されるものとする。

(ⅱ) 組換え動物及び組換え植物の飼育又は栽培の管理は、この指針に定める方法に基づき実施されるものと

する。

(ⅲ) 実験従事者、実験責任者、実験実施機関の長及び安全主任者は、規定する任務をそれぞれ適切に果たすも

のとする。

(ⅳ) 実験計画の策定及び実施に際しては、この指針のほか関係する法令、指針その他の規程を遵守するものと

する。

 

③ 「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」及び倫理審査委員会の設置について

遺伝子解析研究は、個人を対象とした研究に大きく依存し、また研究の過程で得られた遺伝情報は提供者及び
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その血縁者の遺伝的素因を明らかにし、その取扱いによっては様々な倫理的、社会的問題を招く可能性があると

いう側面を持っています。

そこで、人間の尊厳及び人権が尊重され、社会の理解と協力を得て研究の適正な推進が図られることを目的と

し、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」が制定され、平成１３年４月１日より施行されました。

この指針は、国際連合教育科学文化機関（ユネスコ）の「ヒトゲノムと人権に関する世界宣言」等を踏まえ

て策定された「ヒトゲノム研究に関する基本原則」（平成１２年６月１４日科学技術会議生命委員会取りまと

め）に示された原則に基づき、また「遺伝子解析研究に付随する倫理問題等に対応するための指針」（平成１

２年４月２８日厚生科学審議会 先端医療技術評価部会取りまとめ）を参考に、ヒトゲノム・遺伝子解析研究一

般に適用されるべき倫理指針として、文部科学省、厚生労働省及び経済産業省により共同で作成されたもので

す。ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する全ての関係者において、この指針を遵守することが求められていま

す。

当社は、自主研究、共同研究並びに受託研究としてヒト遺伝子解析研究を行うにあたり、「ヒトゲノム・遺伝

子解析研究に関する倫理指針」の趣旨に基づき設置した倫理審査委員会で審査を行い、倫理的・法的・社会的

問題に配慮し、人の尊厳と基本的人権を損なうことなく、適切に研究を実施しております。なお、当委員会は、以

下に該当する研究を実施する場合に開催します。

(ⅰ) 大学・医療機関及び民間機関を含む外部研究機関等より提供された試料等（研究に用いる血液、組織、細

胞、体液及び排泄物並びにこれらから抽出したＤＮＡなど人の体の一部）を用いた遺伝子解析研究

(ⅱ) 大学・医療機関及び民間機関を含む外部研究機関から、ヒト遺伝子情報を受領し、当該研究機関もしくは

第三者研究機関と共同して行う遺伝子解析研究

 

 

 

（６）ＤＮＡチップ市場の歴史、会社の歴史が浅いことについて

ＤＮＡチップの市場は、平成１１年８月に国産第一号商品を当社が開発・販売するなど、比較的歴史が浅い市

場分野であり、また当社自身も平成１１年４月に設立した社歴が浅い会社であります。このため、期間業績比較

を行うには十分な財務数値が得られないうえ、新規開発プロジェクトの存在などにより、過年度の経営成績だけ

では今後の当社業績を予測する材料としては不十分な面があります。

 

（７）小規模組織であることについて

当社は平成２３年３月３1日現在で、取締役４名、監査役３名、従業員２６名の小規模組織であります。当社は、

業務遂行体制の充実に努めてまいりますが、小規模組織であり、限りある人的資源に依存しているために、社員

に業務遂行上の支障が生じた場合、あるいは社員が社外流出した場合には、当社の業務に支障をきたすおそれが

あります。

一方、急激な規模拡大は、固定費の増加につながり、当社の業績に影響を与えるおそれがあります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 技術援助契約

契約締結先 契約名 契約内容 契約期間

株式会社日立ソリュー
ションズ
日本碍子株式会社

マイクロアレイに関す
る提携契約

マイクロアレイの製造、販売を共同
して実施することに関する契約

平成12年６月16日から
１年毎自動延長

財団法人日本産業技術振
興協会

再実施権付非独占的実
施権許諾契約

発明名称「オリゴヌクレオチドプ
ローブ」の再実施権付非独占的実施
権の許諾

平成17年10月17日より
本特許の存続期間満了
日まで

 

(2) 共同研究契約

契約締結先 契約名 契約内容 契約期間

独立行政法人
産業技術総合研究所

共同研究契約
生体関連物質の微量検出を目的とし
た新技術開発に関する共同研究契約

平成19年4月1日から
平成23年3月31日まで
期間後3年間の再契約

国立大学法人
大阪大学大学院
病態制御外科

研究開発契約
ヒト消化器癌の生物学的特性「個
性」の診断法の研究開発を共同で実
施することに関する契約

平成15年12月15日から
平成18年12月14日まで
以降1年毎の自動延長

公立大学法人

和歌山県立医科大学
共同研究契約

関節リウマチに対するIL-6阻害療法

の有効性予測に関する研究契約

平成22年5月14日から

平成25年5月13日まで

以降1年毎の自動延長

学校法人

埼玉医科大学総合医療セン

ター

共同研究業務実施契約

末梢血によるリウマチ早期疾患シグ

ニチャー解析法を用いてリウマチの

遺伝子特性に着目した健診・検査用

の診断法の研究を共同で実施するこ

とに関する契約

平成18年6月21日から

平成21年6月20日まで

以降1年毎の自動延長

 

(3) 売買契約等

契約締結先 契約名 契約内容 契約期間

Agilent Technologies

Japan,Ltd

LSCA  CERTIFIED

SERVICE PROVIDER

AGREEMENT

米国アジレント社の正規なサービス

プロバイダーとして、日本国内で受

託解析を行なうことができる契約

平成19年4月16日から

1年毎の自動更新

東レ株式会社 事業化基本契約

高感度DNAチップの開発、販売、受託

解析、製造・供給等事業化の基本条

件に関する契約

平成18年4月20日から

平成21年4月19日まで

以降1年毎の自動延長
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６ 【研究開発活動】

当社の研究開発の目標は、より高品質で有用なＤＮＡチップの開発及び応用技術の利用に必要な要素技術を開

発することであります。このために、関連技術を有する大学及び企業等と手を組み共同研究や研究の受託を積極的

に推進しております。従いまして当社における研究開発活動は、研究受託事業の一環として行っているものであ

り、商品販売事業としての研究開発はありません。

 

当事業年度における研究受託事業の研究開発につきましては、これからの臨床診断チップの一層の高感度化を

目指し、独立行政法人産業技術総合研究所と「生体関連物質の微量検出を目的とした新技術開発」の共同研究契

約を継続して推進しております。 

将来の個人化医療に向けた臨床診断支援研究では、「リウマチ総合診断支援サービス」に関する提案が、独立

行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(ＮＥＤＯ)平成22年度第１回産業技術実用化開発費補助事業に採

択され、リウマチ多剤効果判定のためのコンテンツの充実を推進してまいります。また、平成23年３月には、関節リ

ウマチ研究で共同研究を実施している学校法人埼玉医大総合医療センター リウマチ・膠原病内科や学校法人慶

應義塾大学医学部リウマチ内科に導入中であるiCISのファミリー製品として、医療・製薬の研究機関、特に製薬企

業向けに遺伝子マーカ探索の効率化、加速化を強力に支援するiCIS-crdbを診断事業の新規メニューとして製品発

表しました。一方、大阪府(代表者：大阪府立成人病センター)及び国立大学法人大阪大学大学院医学研究科と共同

で進めてまいりました「消化器系癌の診断法の研究開発」につきましては、実用化に向けた検証実験を実施中で

す。

学会活動におきましては、平成22年６月のヨーロッパ・リウマチ学会（ローマで開催）で「リウマチ患者血液

細胞発現プロファイル解析」、平成22年６月の日本疲労学会では「運動負荷が末梢血遺伝子発現プロファイルに

及ぼす影響の検討」、平成22年10月の日本人類遺伝学会で「ＣＮＶ：ゲノムコピー数多型　ダイナミックなゲノム

構造変化と疾患研究」について発表しました。また、平成22年12月の日本分子生物学会ではSmartChipによる遺伝

子発現解析や微量ＤＮＡを用いたアレイＣＧＨ解析等３件のポスター発表を行い、好評を得ました。

また、特許につきましては、「関節リウマチ患者におけるインフリキシマブ薬効の有効性を判断する方法」及

び「運動疲労状態を評価する方法及び評価用キット、並びに、物質が有する運動疲労予防回復効果を評価する方

法」及び「ＡＬＳ及びパーキンソン病研究の研究成果」の３件を申請しました。

 

今後、これらの特許をもとに、事業化へ向けて、さらに研究開発を進めてまいります。

 

平成23年３月期の研究開発費は86,323千円であります。

 

（1）研究開発体制

当社の当事業年度における研究受託事業の売上高と研究開発事業の人員は次のとおりです。

 

事業年度 研究受託売上高 研究人員（期末人員）

平成23年３月期 347,059千円 20名
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（2）共同研究開発内容

現在進めている、共同研究開発内容は次のとおりです。

共同研究提携先 研究内容 開発する診断チップ／コンテンツ

・国立大学法人大阪大学大学院医

学系研究科外科学講座消化器外

科部門

消化器系癌の診断法の研究

（大腸癌、胃癌、食道癌、肝癌）

消化器系癌診断チップ／コンテンツ

・国立大学法人金沢大学大学院医

学系研究科

血液を用いた糖尿病と遺伝子の関

係を判断する方法に関する研究

糖尿病診断チップ／コンテンツ

・学校法人埼玉医科大学総合医療

センター

末梢血によるRA早期疾患シグニ

チャー解析法の開発と確立

リウマチ等診断チップ／コンテンツ

・独立行政法人産業技術総合研究

所

生体関連物質の微量検出を目的とし

た新技術開発

診断チップの感度向上
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

　　文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 

　(1) 財政状態の分析

　　（流動資産）

当事業年度末における流動資産の残高は659百万円で、前事業年度末に比べ121百万円減少しております。受取

手形及び売掛金の売上債権の増加152百万円の増加要因もありましたが、現金及び預金の減少248百万円等が主

な要因であります。

 

　　（固定資産）

当事業年度末における固定資産の残高は62百万円で、前事業年度末に比べ22百万円減少しております。遺伝子

増幅測定装置等研究開発用設備の取得（16百万円）により有形固定資産の増加要因もありましたが、減価償却

費計上額13百万円、研究開発設備の取得に伴い国庫補助金を受け取得価額から控除した額9百万円、投資有価証

券の時価評価等による投資その他の資産の減少14百万円等が主な要因であります。

 

（流動負債）

当事業年度末における流動負債の残高は102百万円で、前事業年度末に比べ23百万円増加しております。買掛

金の増加25百万円等が主な要因であります。

　　　

（固定負債）

　　　当事業年度末における固定負債の残高は1百万円で、前事業年度末に比べ増加はしておりますが、その増加額は軽

微なものであります。

 

　（純資産）

　当事業年度末における純資産の残高は618百万円で、前事業年度末に比べ167百万円減少しております。当期

純損失により利益剰余金が155百万円減少したことが主な要因であります。

 

 

　(2) キャッシュ・フローの分析

当事業年度末における現金及び現金同等物の期末残高は前事業年度末に比べ248百万円減少し302百万円とな

りました。

 

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、243百万円の現金及び現金同等物の減少となりました。仕入債務の増加

25百万円等による収入もありましたが、税引前当期純損失154百万円、売上債権の増加152百万円等が支出の主な

要因であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、4百万円の現金及び現金同等物の支出となりました。有形固定資産の取

得14百万円による支出が主な要因でありますが、国庫補助金の入金による収入9百万円もありました。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　財務活動によるキャッシュ・フローでは収入及び支出とも実績はなく、現金及び現金同等物の増減はありません

でした。

 

　(3)経営成績の分析

（売上高）

　当事業年度における売上高は、593百万円（前年同期比18.3％減）となりました。

　研究受託事業の売上高は、前事業年度に比べ21.1％増収の347百万円となりました。当社が関連するバイオ分野

においても事業仕分け等により国内市場拡大が抑制される傾向がありますが、この対策として、アジレント社製

マイクロアレイを活用した受託解析サービスにおいては、ベースロードとなる顧客の拡大強化を図るとともに、

製薬企業等民間企業からの受注拡大を図りました。また、統合臨床インフォマティクス・システムの販売サービ

スの開始等、診断関連ビジネスの早期立ち上げを図り、診断ビジネス事業の立ち上げ遅れをカバーしました。今

後は、さらに受託解析サービス事業、ゲノム医学解析事業の安定化を図るとともに、診断ビジネス事業の事業化

を推進してまいります。

 

　商品販売事業の売上高は、前事業年度に比べ44.0％減収の246百万円となりました。

米国イルミナ社製の高性能シーケンサ関係では、高速シーケンサ装置導入に伴う情報解析システム及び関連

試薬を納入しました。しかしSmartChipやスキャナー装置など当初予定していた機器・システムの受注が確保で

きず、大幅に売上予算を下回りました。今後は、弊社が独占販売権を持つSmartChipの試薬などに注力した受注活

動を推進してまいります。

 

（売上原価、販売費及び一般管理費）

　売上原価は、前事業年度701百万円から減少し470百万円となりました。これは商品販売事業の売上が減少した

ことに伴ない商品仕入原価が減少したものです。なお、将来の個人化医療に向けた臨床診断チップの開発を行

なっており、これに伴う研究投資は増加いたしました。

　販売費及び一般管理費は、前事業年度に比べ45百万円(19.7％)増加して276百万円となりました。増加の主因

は、研究費の増加48百万円によるものです。研究費は、ＮＥＤＯに提案し採択された研究テーマが増加したこと

に伴い増加したものです。なお、その他の経費につきましては経費削減を推進しました。また、人員の補充につい

ても見合わせておりこれに伴う人件費等も減少しております。これらの経費削減対策を行いましたが研究費の

増加はカバーできず、販売費及び一般管理費は、前事業年度に比べ増加となりました。

 

（営業損失）

　前事業年度は営業損失205百万円であったのに対し、当事業年度は営業損失153百万円と営業損失額は縮小いた

しました。当社は将来の個人化医療に向けた臨床診断チップの研究開発及び診断ビジネスの事業化に傾注して

おりますが、リュウマチ総合診断支援サービス事業の立ち上げに遅れが生じており、研究開発投資を継続してお

ります。これは診断ビジネスに関連する技術的優位性を高めるための研究開発活動を反映させたものでありま

す。

 

（経常損失）

　前事業年度は経常損失199百万円であったのに対し、当事業年度の経常損失は152百万円となりました。営業外

収益では受取利息及び配当金1百万円等がありましたが、営業外費用の発生はありませんでした。
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（特別利益）

　前事業年度は、特別利益10百万円であったのに対し、当事業年度の特別利益は9百万円となりました。これは、国

庫補助金を受けて取得した固定資産に係る国庫補助金の額9百万円を特別利益として計上したものです。

 

（特別損失）

　前事業年度では、特別損失13百万円であったのに対し、当事業年度の特別損失は12百万円となりました。これは

当社が保有する非上場有価証券について保有する株式の評価見直しを行ない、投資有価証券評価損2百万円を特

別損失として計上したことによるものです。また、当社は国庫補助金の交付認定を受けて行っている研究開発が

あり、当該研究費用のうち固定資産の取得については取得価額から補助金の額を控除して取得価額とする圧縮

記帳処理を行っております。これによる圧縮記帳額9百万円を固定資産圧縮損として計上しております。

 

（当期純損失）

　前事業年度は当期純損失204百万円であったのに対し、当事業年度は、当期純損失155百万円となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

設備投資の総額は16,200千円であり、その主なものは遺伝子増幅測定装置等、研究受託事業における研究開発用

設備の新設・増強のための取得であります。

なお、商品販売事業における設備投資はありません。

 

 

２ 【主要な設備の状況】

平成23年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

工具、器具及び備品 建物 合計

本社・研究所
(横浜市鶴見区)

研究受託事業
研究開発用設備
及び備品等

24,897 104 25,001 26

合計 24,897 104 25,001 26

(注) １　現在休止中の設備はありません。

２　建物(本社事務所)は賃借しており、年間賃借料は 54,072千円であります。

３　主要なリース設備はありません。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

平成23年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

投資予定額(千円)

資金調達方法
着手予定
年月

完了予定
年月

総額 既支払額

本社・研究所
(横浜市鶴見区)

研究受託
事業

研究開発用設備
及び備品等

25,000 ― 自己資金
平成23年
４月

平成24年
３月

(注)１　上記設備計画の完成後における増加能力につきましては、研究開発用設備の新設・増強であり、計数的な把握が困難な

ため記載しておりません。

２　上記金額には、消費税等を含んでおりません。

 

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,800

計 100,800

 

 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成23年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年６月24日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 33,897 33,897
東京証券取引所
（マザーズ）

（注）

計 33,897 33,897 ― ―

（注）　単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成18年８月７日
(注)１

1,087 28,287 99,982 716,482 99,982 629,032

平成18年８月28日
(注)１

1,072 29,359 99,953 816,435 99,953 728,985

平成18年９月12日
(注)１

268 29,627 24,988 841,423 24,988 753,973

平成18年11月７日
(注)１

2,249 31,876 149,985991,409149,985903,959

平成18年12月７日
(注)１

2,021 33,897 124,9581,116,368124,9581,028,918

(注) １　新株予約権の行使による増加であります。
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(6) 【所有者別状況】

平成23年３月31日現在

区分

株式の状況

単元未満株
式の状況政府及び

地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 3 12 47 6 3 4,0814,152 ―

所有株式数
(株)

― 136 147 5,738 546 4 27,32633,897 ―

所有株式数
の割合(％)

― 0.4 0.4 16.9 1.6 0.0 80.6 100.0 ―

 

 

 

(7) 【大株主の状況】

平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

㈱日立ソリューションズ 東京都品川区東品川4-12-7 3,266 9.6

松原謙一 大阪府吹田市 1,340 4.0

森淳彦 兵庫県神戸市垂水区 700 2.1

枝松七郎 兵庫県神戸市長田区 634 1.9

藤尾晋作 兵庫県三田市 494 1.5

大塚榮子 北海道札幌市中央区 480 1.4

㈱サン・クロレラ
京都府京都市下京区烏丸通五条下る大坂町

369
460 1.4

坪田博之 兵庫県姫路市 383 1.1

井上伸一 東京都中央区 338 1.0

加藤菊也 大阪府枚方市 320 0.9

計 ― 8,415 24.8
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 33,897 33,897 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 33,897 ― ―

総株主の議決権 ― 33,897 ―

 

 

② 【自己株式等】

平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社ＤＮＡチップ研究所(E05389)

有価証券報告書

32/83



２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　該当事項はありません。

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。
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３ 【配当政策】

バイオ産業は、市場の拡大や技術革新が急速に進展しており、市場競争力を強化し、収益の向上を図っていくた

めには、研究開発費、設備投資等積極的先行投資の継続が不可欠であります。

この前提に基づき、当社はこれまで利益配当は実施せずに内部留保とし、経営体質の強化と将来の事業展開に備

えてまいりました。一方、株主への利益還元も重要な経営課題と認識しており、中期的な事業計画に基づいた投資

を実行するための内部資金の確保と財務状況、そして利益水準を総合的に勘案し、利益配当を検討してまいりま

す。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本の方針としております。期末配当の決定機関は株

主総会であり、期末配当の基準日を毎年３月31日とする旨、さらに上記のほか基準日を定めて剰余金の配当をする

ことができる旨を定款に定めております。

　また、中間配当につきましては、取締役会の決議により毎年９月30日を基準日として中間配当を行なうことがで

きる旨を定款に定めております。

　当事業年度の剰余金の配当につきましては、当期純損失を計上することとなり、誠に遺憾ながら無配とさせてい

ただきました。

 

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高(円) 287,000 155,000 75,600 81,400 59,800

最低(円) 115,000 59,500 20,200 24,700 20,300

(注)　 最高・最低株価は、東京証券取引所(マザーズ)における株価を記載しております。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成22年10月 11月 12月 平成23年１月 ２月 ３月

最高(円) 29,100 26,800 45,000 44,800 36,000 40,050

最低(円) 21,200 20,300 24,000 30,550 30,800 21,750

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所(マザーズ)における株価を記載しております。
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５ 【役員の状況】

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役
名誉所長
 

 松　原　謙　一 昭和９年２月２日

昭和50年７月

昭和57年４月

平成８年４月

 

平成８年12月

平成11年４月

平成22年６月

大阪大学医学部教授

大阪大学細胞工学センター教授

大阪大学細胞生体工学センター

教授

国際高等研究所副所長

当社代表取締役社長

当社取締役名誉所長(現任)

（注）３ 1,340

代表取締役社
長
 

 的　場　亮 昭和40年３月12日

平成５年４月

 

平成９年４月

 

平成14年４月

 

平成18年４月

平成19年６月

平成22年４月

平成22年６月

財団法人地球環境産業技術研究

機構本部研究員

国立奈良先端科学技術大学院大

学教員

米国国立衛生研究所

Research Scientist

当社入社　研究開発部長

取締役研究開発部長

取締役事業開発本部長

代表取締役社長(現任)

（注）３ 50

常務取締役  柴　　　　　勉 昭和19年10月27日

平成８年８月

 

平成13年２月

 

平成13年９月

平成21年４月

平成22年４月

日立ソフトウェアエンジニアリ

ングヨーロッパ㈱取締役社長

日立ソフトウェアエンジニアリン

グ㈱マルチメディア推進本部長

当社常務取締役事業推進部長

常務取締役事業開発本部長

常務取締役(現任)

（注）３ 10

取締役  田　村　卓　郎 昭和37年８月７日

昭和62年４月

 

昭和63年７月

 

平成２年９月

 

平成８年10月

 

平成13年７月

 

平成14年５月

 

平成22年６月

日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱入社

米国カリフォルニア大バークレ

イ校化学学部客員研究員

日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱帰社

日立ソフトウェアエンジニアリ

ングアメリカ出向

社団法人日本バイオ産業情報化

コンソーシアム出向

ビッツ株式会社設立

代表取締役(現任)

当社取締役(現任)

（注）３ ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(株)

監査役
（常勤）

 今　井　庸　介 昭和18年10月９日

昭和45年８月

昭和45年９月

 

昭和61年12月

平成13年６月

 

平成15年５月

平成15年６月

日立電子エンジニアリング㈱入社

日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱転属

同社第１技術本部第４設計部長

新日本システムサービス㈱取締

役社長

同社顧問

当社監査役(現任)

（注）４ 10

監査役
 

 大　塚　榮　子 昭和11年1月13日

昭和59年２月

平成11年７月

平成12年６月

平成12年７月

 

平成13年９月

平成16年３月

平成16年４月

平成16年４月

平成20年６月

北海道大学薬学部教授

当社取締役

当社取締役辞任

独立行政法人産業技術総合研究

所職員

当社取締役

当社取締役辞任

北海道大学監事

当社顧問

当社監査役(現任)

（注）５ 480

監査役  吉　田　春　樹 昭和28年４月13日

平成５年４月

 

平成９年５月

 

平成13年10月

平成18年８月

平成20年６月

アーンストアンドヤングコンサ

ルティング㈱取締役

イデア国際会計事務所パート

ナー

ユニバーサル監査法人代表社員

イデア監査法人代表社員 (現任)

当社監査役(現任)

（注）５ ―

計 1,890

(注) １　取締役田村卓郎氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役今井庸介及び吉田春樹の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成22年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。

４　任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

５　任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

　　当社は、コーポレート・ガバナンスを経営上の重要課題と認識しており、当社役員及び社員の行動規範として

「ＤＮＡチップ研究所企業行動基準」を制定して、公正かつ透明な企業行動に徹することを基本理念としてお

り、法と正しい企業倫理に基づく行動、経営及び技術情報の管理体制の確立等について徹底を図っております。

 

　当社のコーポレート・ガバナンス体制、経営監視及び内部統制の仕組みは、次のとおりです。

 

 

コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの実施状況

　取締役会は取締役４名(うち社外取締役１名）で構成され、会社の経営方針、経営戦略及び重要な意思決定なら

びに業務執行の監督を行なっており、月１回定例開催しております。取締役会には常勤監査役・非常勤監査役は

常時出席し、取締役とは責務を異にする独立機関であることを充分認識し、積極的かつ活発な意見陳述も行って

おり、監査役の業務監査権限が適切に機能する運営体制となっております。

また、取締役会とは別に個別経営課題の協議の場として、取締役、常勤監査役、事業部門長により構成する経営

会議を毎週１回開催しております。経営会議では、経営計画、組織体制、財務状況、営業状況等の実務的な検討が

行われ、迅速な経営の意思決定に寄与しております。

 

 

 

　内部統制システムの整備状況

当社は、取締役会において内部統制システム基本方針、すなわち取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制、その他会社の業務の適正を確保するための体制について定めております。また、

「当社の事業活動に関する全ての法令の遵守と、社会からの信頼と評価を得るための企業倫理の徹底」を行う

ため、「コンプライアンス管理規則」及び「同ガイドライン」を制定しコンプライアンスの推進を図るための

具体的な事項を定めており、コンプライアンスに関する計画、施策及び監督等を行うため、取締役社長を委員長
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とするコンプライアンス委員会を設置しております。

リスク管理体制の整備状況

内部統制に関連する組織の部門長はコンプライアンス委員会を構成し、リスクの把握、評価、日常の管理及び

危機管理を行い、把握したリスクについてはコンプライアンス委員会に報告することになっており、リスク発見

時に迅速に対応できるよう管理体制の整備に努めております。また、コンプライアンス委員会において、毎年１

回組織のリスク評価に基づきリスクの見直しを行い、管理目標並びに活動計画を作成し、組織内部で展開、実施

する体制となっております。

 

②　内部監査及び監査役監査

監査役会は監査役３名で構成され、内２名が社外監査役で内１名は公認会計士の資格を有しており、財務及び

会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

監査役監査は、監査役会が策定した監査計画に従って、業務活動の全般にわたり、妥当性、有効性、法令遵守状

況等につき、取締役会、経営会議への出席、重要な書類の閲覧等を通じた監査を行なっております。さらに、監査

役会は会計監査人から監査計画、監査の実施状況等の報告を受けるとともに、監査室より内部監査の状況につい

ても報告を受ける等、情報交換を行い会計監査人、監査室との相互連携を図っています。

内部監査は、当社の全部署の業務につき、社長の特命に基づいて、監査室（室長１名）を中心に業務の適切な

運営、改善を図ると共に、財産を保全し不正過誤の予防に資することを目的として、計画的・網羅的に実施され

ております。内部監査の状況については、監査役及び会計監査人に報告を行なっております。

なお、これらの監査については、経営会議及びコンプライアンス委員会等を通じ内部統制部門の責任者に適宜

報告が行なわれております。

 

③　社外取締役及び社外監査役

当社では、経営の監視・監督機能を強化するため社外取締役１名及び社外監査役２名を選任しております。会

社の最高権限者である代表取締役などと直接の利害関係のない有識者や経営者等から選任し、当社の業務執行

に携わらない客観的な立場からの経営判断を受けることで、取締役会の監督機能強化を図ってまいります。

社外取締役田村卓郎氏は、ビッツ株式会社の代表取締役であり経営全般に亘る知識・経験を有していること

から当社が招聘したものであります。活動状況は、当期開催の取締役会13回のうち13回に出席し、事業運営面か

らの発言を行っております。

社外監査役今井庸介氏は、新日本システムサービス株式会社の元取締役社長であり、経営全般に関する知識・

経験が深いことから適任であると考え当社が招聘したものであります。活動状況は、当期開催の取締役会18回の

すべてに出席し議案審議等に必要な発言を適宜行っております。また、当期開催の監査役会16回のすべてに出席

して監査結果についての意見交換、監査結果に関する重要事項の協議等を行っております。

社外監査役吉田春樹氏は、イデア監査法人の代表社員であり、公認会計士の資格も有しているため、財務及び

会計分野に関する知識・経験が深いことから適任であると考え当社が招聘したものであります。イデア監査法

人と当社とは特に関係はありません。活動状況は、当期開催の取締役会18回のうち15回に出席し、公認会計士の

専門的見地から発言を行っております。また、当期開催の監査役会16回のうち13回に出席し、監査結果について

の意見交換、監査結果に関する重要事項の協議等を行っております。
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④　役員の報酬等

　イ　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分

報酬等の総

額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役

員の員数

（名）基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除

く）

37,398 37,398 ― ― ― 3

監査役

（社外監査役を除

く）

2,400 2,400 ― ― ― 1

社外役員 9,246 9,246 ― ― ― 3

　ロ　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　　　報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

　ハ　役員の報酬等の額の決定に関する方針

　役員の報酬等の額は、株主総会で決議された報酬総額の範囲内において、世間水準、会社業績等を考慮のう

え、年額をもって決定することとなっております。

　取締役の報酬等の額は、取締役会において年額で決定することになっておりますが、会社の業績が著しく低

下し、もしくは役員禁止条項に抵触したときには取締役会の決議により減額することがある旨を役員規則

に定めております。

 

⑤　株式の保有状況

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当はありません。

 

ロ　保有目的が純投資目的である投資株式

 前事業年度

（千円）

当事業年度

（千円）

貸借対照表

計上額の合計額

貸借対照表

計上額の合計額

受取配当金

の合計額

売却損益

の合計額

評価損益

の合計額

非上場株式 2,700 531 ― ― △2,169

非上場以外の株式 47,600 35,440 1,200 ― ―

 

 

⑥　会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は田口邦宏と佐藤紀彦であり、清友監査法人に所属しております。

同監査法人は自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措

置をとっております。

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、その他（公認会計士試験合格者）２名であります。
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⑦　取締役の定数

当社の取締役は７名以内とする旨を定款で定めております。

 

⑧　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

 

⑨　株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項

イ　自己の株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、企業環境の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行す

ることを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自

己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

 

ロ　中間配当

当社は、中間配当について、株主への機動的な利益還元を行うことを可能とするため、取締役会の決議に

よって、毎年9月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款で定めております。

 

ハ　取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役の責任免除について、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによ

る取締役（取締役だった者を含む。）及び監査役（監査役だった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度

において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款で定めております。これは、取締役及び監

査役に有能な人材を迎えられるようにするとともに期待される役割を十分に発揮できることを目的とするも

のです。

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、損害賠償責任を限定する契約

を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としておりま

す。

 

⑩　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、決議を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行うことができる旨を定款で

定めております。これは、株主総会における特別決議の定数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行う

ことを目的とするものです。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 9,000 ― 9,000 ―

計 9,000 ― 9,000 ―

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

 

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、規模・特性・監査日数等を勘案した上定めております。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31

日まで)及び当事業年度(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)の財務諸表について、清友監査法人により

監査を受けております。

 

３　連結財務諸表について

当社は、子会社を有していないため、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号)による連結財務諸表は作成しておりません。

 

４　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人

財務会計基準機構へ加入しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

該当事項はありません。

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 550,798 302,393

受取手形 71,652 25,006

売掛金 111,436 310,128

商品 36,901 15,001

仕掛品 3,238 2,569

未収入金 1,738 126

その他 5,871 4,502

流動資産合計 781,637 659,728

固定資産

有形固定資産

建物 420 420

減価償却累計額 △298 △315

建物（純額） 121 104

工具、器具及び備品 ※１
 337,981

※１
 326,016

減価償却累計額 △306,197 △301,119

工具、器具及び備品（純額） 31,783 24,897

有形固定資産合計 31,905 25,001

無形固定資産

ソフトウエア 1,131 275

施設利用権 582 582

無形固定資産合計 1,714 857

投資その他の資産

投資有価証券 50,300 35,971

その他 1,302 1,154

投資その他の資産合計 51,602 37,125

固定資産合計 85,222 62,984

資産合計 866,860 722,712

負債の部

流動負債

買掛金 42,111 67,647

未払金 1,000 2,428

未払費用 20,661 22,730

未払消費税等 － 4,987

未払法人税等 2,192 3,358

前受金 12,191 －

預り金 1,409 1,417

流動負債合計 79,566 102,569
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

固定負債

退職給付引当金 1,683 1,878

固定負債合計 1,683 1,878

負債合計 81,250 104,448

純資産の部

株主資本

資本金 1,116,368 1,116,368

資本剰余金

資本準備金 1,028,918 1,028,918

資本剰余金合計 1,028,918 1,028,918

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,359,196 △1,514,382

利益剰余金合計 △1,359,196 △1,514,382

株主資本合計 786,090 630,904

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △480 △12,640

評価・換算差額等合計 △480 △12,640

純資産合計 785,610 618,264

負債純資産合計 866,860 722,712
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

売上高

売上高合計 726,701 593,597

売上原価

売上原価合計 701,426 470,962

売上総利益 25,275 122,635

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 230,992

※1, ※2
 276,400

営業損失（△） △205,717 △153,765

営業外収益

受取利息及び配当金 6,090 1,377

その他 40 320

営業外収益合計 6,131 1,698

経常損失（△） △199,586 △152,066

特別利益

国庫補助金 10,261 9,892

特別利益合計 10,261 9,892

特別損失

固定資産圧縮損 ※3
 10,261

※3
 9,892

投資有価証券評価損 3,600 2,169

特別損失合計 13,861 12,061

税引前当期純損失（△） △203,186 △154,235

法人税、住民税及び事業税 950 950

法人税等調整額 － －

法人税等合計 950 950

当期純損失（△） △204,136 △155,185
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【売上原価明細書】

ａ　研究受託売上原価

  
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

Ⅰ　労務費  113,07730.9 117,36027.7

Ⅱ　経費 ※１ 252,76869.1 305,92572.3

　当期総製造費用  365,845100.0 423,285100.0

　期首仕掛品たな卸高  17,167  3,238  

合計  383,013  426,524  

　期末仕掛品たな卸高  3,238  2,569  

　　他勘定振替高 ※２ 80,601  173,122  

　　当期売上原価  299,173  250,832  

（注）※１　主な内訳は、次のとおりであります。

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円)

減価償却費 15,715 13,437

研究用消耗品費 151,019 209,007

外注経費 14,530 13,100

賃借料 42,454 42,285

研究用品費 1,865 1,452

※２　他勘定振替高の主な内容は、次のとおりであります。

前事業年度  当事業年度  

補助金研究費の振替

一般管理費への振替

未収入金（研究補助金）への振替

 

26,227千円

52,404千円

補助金研究費の振替

一般管理費への振替

未収入金（研究補助金）への振替

 

58,586千円

114,536千円

 (原価計算の方法)

　当社の原価計算の方法は、研究受託品別の原価計算を行っております。

ｂ　商品販売売上原価

  
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

Ⅰ　期首商品たな卸高  26,003 5.9 36,901 14.7

Ⅱ　当期商品仕入高  410,95093.6 213,69485.1

Ⅲ　他勘定受入高  2,200 0.5 635 0.2

　　合　　計  439,154100.0 251,230100.0

Ⅳ　期末商品たな卸高  36,901  15,001  

Ⅴ　他勘定振替高 ※ －  16,100  

　　当期売上原価  402,253  220,129  

（注）※他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

前事業年度 当事業年度

研究使用分の研究部門費への振替 ―千円 研究使用分の研究部門費への振替 16,100千円
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,116,368 1,116,368

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,116,368 1,116,368

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,028,918 1,028,918

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,028,918 1,028,918

資本剰余金合計

前期末残高 1,028,918 1,028,918

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,028,918 1,028,918

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △1,155,059 △1,359,196

当期変動額

当期純損失（△） △204,136 △155,185

当期変動額合計 △204,136 △155,185

当期末残高 △1,359,196 △1,514,382

利益剰余金合計

前期末残高 △1,155,059 △1,359,196

当期変動額

当期純損失（△） △204,136 △155,185

当期変動額合計 △204,136 △155,185

当期末残高 △1,359,196 △1,514,382

株主資本合計

前期末残高 990,226 786,090

当期変動額

当期純損失（△） △204,136 △155,185

当期変動額合計 △204,136 △155,185

当期末残高 786,090 630,904
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 － △480

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△480 △12,160

当期変動額合計 △480 △12,160

当期末残高 △480 △12,640

評価・換算差額等合計

前期末残高 － △480

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△480 △12,160

当期変動額合計 △480 △12,160

当期末残高 △480 △12,640

純資産合計

前期末残高 990,226 785,610

当期変動額

当期純損失（△） △204,136 △155,185

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △480 △12,160

当期変動額合計 △204,616 △167,345

当期末残高 785,610 618,264
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △203,186 △154,235

減価償却費 15,791 13,480

退職給付引当金の増減額（△は減少） 272 194

受取利息及び受取配当金 △6,090 △1,377

投資有価証券評価損益（△は益） 3,600 2,169

売上債権の増減額（△は増加） 125,299 △152,045

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,031 22,568

未収入金の増減額（△は増加） △327 1,612

仕入債務の増減額（△は減少） △160,921 25,535

未払費用の増減額（△は減少） △4,382 2,069

前受金の増減額（△は減少） △7,609 △12,191

その他 △2,188 7,389

小計 △236,711 △244,830

利息及び配当金の受取額 6,090 1,377

法人税等の支払額 △2,012 △4

営業活動によるキャッシュ・フロー △232,632 △243,457

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 200,000 －

国庫補助金等による収入 10,261 9,892

有形固定資産の取得による支出 △20,227 △14,840

投資活動によるキャッシュ・フロー 190,033 △4,947

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △42,599 △248,404

現金及び現金同等物の期首残高 593,397 550,798

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 550,798

※1
 302,393
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【重要な会計方針】

 
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　同左

 

 

　　　時価のないもの

　　　　同左

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切り下

げの方法）によっております。

商品

　　　移動平均法

　　貯蔵品

　　　最終仕入原価法

　　仕掛品

　　　個別法

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　同左

 

商品

　　　同左

　　貯蔵品

　　　同左

　　仕掛品

　　　同左

３　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

　　　建物…定額法

　　　　(建物付属設備は定率法)

　　　工具、器具及び備品…定率法

　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　　　　　工具、器具及び備品　　４～15年

また、平成19年３月31日以前に取得したものについ

ては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によっております。

 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

　　定額法によっております。

但し、ソフトウェア(自社利用分)については、社

内における利用可能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする

定額法によっております。

３　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

　　　　同左

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

　　　同左

 

 

 

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

同左
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 前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

４　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　営業債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収の可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

　　　なお、当事業年度における回収不能見込額はなく、貸

倒引当金の計上はありません。

４　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　　同左

　(2) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る自己都合退職金要支給額を退職給付債務として計

上しております。

　(2) 退職給付引当金

　　　　同左

５　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期の到来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、且つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期投資を計上しております。

５　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　同左

６　その他財務諸表作成のための重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

６　その他財務諸表作成のための重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　　同左
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【会計処理の変更】

 
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 

（資産除去債務に関する会計基準等）

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

これにより、当事業年度の営業利益、経常利益及び税

引前当期利益に与える影響はありません。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

 
前事業年度

(平成22年３月31日)
当事業年度

(平成23年３月31日)

※１　有形固定資産について、当事業年度に国庫補助金を

受け日本公認会計士協会監査第一委員会報告第43号

「圧縮記帳に関する監査上の取扱い」により取得価

額から控除した圧縮記帳額は、次の通りであります。

工具、器具及び備品　　10,261千円

 

※１　有形固定資産について、当事業年度に国庫補助金を

受け日本公認会計士協会監査第一委員会報告第43号

「圧縮記帳に関する監査上の取扱い」により取得価

額から控除した圧縮記帳額は、次の通りであります。

工具、器具及び備品　9,892千円

 

 

 

(損益計算書関係)

 
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費用及び金額は次

のとおりであります。

給与諸手当等 43,271千円

役員報酬 51,252

賃借料 18,125

外注経費 11,398

研究開発費 38,118

※１　販売費及び一般管理費の主要な費用及び金額は次

のとおりであります。

給与諸手当等 41,890千円

役員報酬 49,044

賃借料 18,022

外注経費 11,130

研究開発費 86,323

　　　なお、このうち販売費の割合は概ね 17 ％でありま

す。

　　　なお、このうち販売費の割合は概ね 12 ％でありま

す。

  

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、38,118千円であります。

 

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、86,323千円であります。

 

※３　固定資産圧縮損は、国庫補助金を受け、取得した資

産の取得価額から直接控除した価額であります。

　　

　工具、器具及び備品　　10,261千円

 

※３　固定資産圧縮損は、国庫補助金を受け、取得した資

産の取得価額から直接控除した価額であります。

　　

　工具、器具及び備品　9,892千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 33,897 ― ― 33,897

 
 

２　自己株式に関する事項

　　該当事項はありません。
 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
 

４　配当に関する事項

　　該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 33,897 ― ― 33,897

 
 

２　自己株式に関する事項

　　該当事項はありません。
 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
 

４　配当に関する事項

　　該当事項はありません。
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

 
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金期末残高 550,798千円

現金及び現金同等物 550,798

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金期末残高 302,393千円

現金及び現金同等物 302,393

 

(リース取引関係)

 
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。 該当事項はありません。
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(金融商品関係)

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

 

（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融

商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用してお

ります。

 

１．金融商品の状況に関する事項

　　　当社は、資金運用については安全性の高い金融資産に限定しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規則に沿ってリスク低減を図っております。また、投

資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

 

　２．金融商品の時価等に関する事項

　　　平成22年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）をご参照下さ

い。）。

（単位：千円）

 貸借対照表

計上額(*)
時価(*) 差額

(1) 現金及び預金

(2) 受取手形及び売掛金

(3) 投資有価証券

　　その他有価証券

(4) 買掛金

　550,798

183,089

 

47,600

（42,111）

550,798

183,089

 

47,600

（42,111）

―

―

 

―

―

　（*）負債に計上されているものについては、（）で示しております。

　（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　　 (1)　現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　   (3)　投資有価証券

　　　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

          また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、（有価証券関係）注記を参照ください。

　　 (4)　買掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　（注２）非上場株式（貸借対照表計上額2,700千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどが

できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券その他有価証券」には含めておりませ

ん。
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当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

 

１．金融商品の状況に関する事項

　　　当社は、資金運用については安全性の高い金融資産に限定しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規則に沿ってリスク低減を図っております。また、投

資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

 

　２．金融商品の時価等に関する事項

　　　平成23年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）をご参照下さ

い。）。

（単位：千円）

 貸借対照表

計上額(*)
時価(*) 差額

(1) 現金及び預金

(2) 受取手形及び売掛金

(3) 投資有価証券

　　その他有価証券

(4) 買掛金

302,393

335,135

 

35,440

（67,647）

302,393

335,135

 

35,440

（67,647）

―

―

 

―

―

　（*）負債に計上されているものについては、（）で示しております。

　（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　　 (1)　現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　   (3)　投資有価証券

　　　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

          また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、（有価証券関係）注記を参照ください。

　　 (4)　買掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　（注２）非上場株式（貸借対照表計上額 531千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券その他有価証券」には含めておりませ

ん。
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(有価証券関係)

Ⅰ　前事業年度

その他有価証券（平成22年３月31日）

（単位：千円）

区分
貸借対照表日における

貸借対照表計上額
取得原価 差額

貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株式

 

 

47,600

 

 

48,080

 

 

△480

合計 47,600 48,080 △480

 

Ⅱ　当事業年度

その他有価証券（平成23年３月31日）

（単位：千円）

区分
貸借対照表日における

貸借対照表計上額
取得原価 差額

貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株式

 

 

35,440

 

 

48,080

 

 

△12,640

合計 35,440 48,080 △12,640

 

EDINET提出書類

株式会社ＤＮＡチップ研究所(E05389)

有価証券報告書

59/83



(デリバティブ取引関係)

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

 

(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。

 

２　退職給付債務に関する事項

 

項目
前事業年度

(平成22年３月31日)
当事業年度

(平成23年３月31日)

退職給付債務 (千円) 1,683 1,878

退職給付引当金 (千円) 1,683 1,878

 

３　退職給付費用に関する事項

 

項目
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

勤務費用 (千円) 448 694

退職給付費用 (千円) 448 694

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当社は、退職給付債務の算定方法として、事業年度末における自己都合退職金要支給額とする簡便法を採用し

ております。

 

 

(ストック・オプション等関係)

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

 
前事業年度

(平成22年３月31日)
当事業年度

(平成23年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  

　未払事業税 936千円

　未払賞与 6,380

　投資有価証券評価損 56,760

　繰越欠損金 571,689

　その他 2,284

繰延税金資産　小計 638,051

評価性引当額 △638,051

繰延税金負債 ―

　その他 ―

繰延税金負債　小計 ―

繰延税金資産の純額 ―

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  

　未払事業税 1,026千円

　未払賞与 6,833

　投資有価証券評価損 57,446

　繰越欠損金 633,237

　その他 2,548

繰延税金資産　小計 701,091

評価性引当額 △701,091

繰延税金負債 ―

　その他 ―

繰延税金負債　小計 ―

繰延税金資産の純額 ―

  

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失であるため、記載を省略してお

ります。
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失であるため、記載を省略してお

ります。
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(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。

 

 

 (資産除去債務関係)

当社は、本社事務所及び研究室の不動産賃貸借契約に基づき、契約終了時における原状回復に係る債務を有し

ておりますが、当該債務に関する賃貸借資産の使用期間が明確でなく、将来本社事務所及び研究室を移転する予

定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。

そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

 

 

(賃貸等不動産関係)

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

 

（追加情報）

当事業年度から「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年11月

28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号　

平成20年11月28日）を適用しております。

 

当社は不動産を保有していないため、該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

 

当社は不動産を保有していないため、該当事項はありません。

 

 

(持分法損益等)

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

当社には関連会社がありませんので、該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

当社には関連会社がありませんので、該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 

１　報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、受託解析及び関連技術の開発を行う「研究受託事業」とＤＮＡチップ、バイオ関連機器の販売を行う

「商品販売事業」を主な事業の内容としており、この事業区分ごとに包括的な戦略を立案し、事業活動を展開

しております。

従って、当社は事業区分を基礎としたセグメントから構成されており、「研究受託事業」及び「商品販売事

業」の２つを報告セグメントとしております。

 

２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一でありま

す。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。
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３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 

　　前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

  (単位：千円)

 

報告セグメント

合計

研究受託事業 商品販売事業 計

売上高     

　外部顧客への売上高 286,706 439,994 726,701 726,701

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― ― ― ―

計 286,706 439,994 726,701 726,701

セグメント利益 △12,466 37,741 25,275 25,275

セグメント資産 126,381 132,024 258,405 258,405

セグメント負債 24,604 27,707 52,311 52,311

その他の項目     

　減価償却費 15,715 ― 15,715 15,715

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

9,966 ― 9,966 9,966

 

　　当該事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

  (単位：千円)

 

報告セグメント

合計

研究受託事業 商品販売事業 計

売上高     

　外部顧客への売上高 347,059 246,538 593,597 593,597

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― ― ― ―

計 347,059 246,538 593,597 593,597

セグメント利益 96,227 26,408 122,635 122,635

セグメント資産 206,474 171,952 378,426 378,426

セグメント負債 19,337 47,711 67,048 67,048

その他の項目     

　減価償却費 13,437 ― 13,437 13,437

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

6,307 ― 6,307 6,307
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４　報告セグメント合計額と財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

売上高 前事業年度 当該事業年度

報告セグメント計 726,701 593,597

その他の売上高 ― ―

セグメント間取引消去 ― ―

財務諸表の売上高 726,701 593,597

 

 (単位：千円)

利益 前事業年度 当該事業年度

報告セグメント計 25,275 122,635

その他の利益 ― ―

セグメント間取引消去 ― ―

全社費用（注） △230,992 △276,400

棚卸資産の調整額 ― ―

財務諸表の営業損失（△） △205,717 △153,765

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

 (単位：千円)

資産 前事業年度 当該事業年度

報告セグメント計 258,405 378,426

その他の資産 ― ―

全社資産（注） 608,454 344,286

その他の調整額 ― ―

財務諸表の資産合計 866,860 722,712

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない本社の現金及び預金、投資有価証券等であります。
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   (単位：千円)

負債 前事業年度 当該事業年度

報告セグメント計 52,311 67,048

その他の負債 ― ―

全社負債（注） 28,938 37,400

財務諸表の負債合計 81,250 104,448

（注）全社負債は、主に報告セグメントに帰属しない本社の未払費用等であります。

 

   (単位：千円)

その他の項目
報告セグメント計 調整額 財務諸表計上額

前事業年度 当該事業年度 前事業年度 当該事業年度 前事業年度 当該事業年度

減価償却費 15,715 13,437 75 42 15,791 13,480

有形固定資産及び
無形固定資産の増加
額

9,966 6,307 ― ― 9,966 6,307

 

 

(追加情報)

当事業年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27日）

及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月

21日）を適用しております。

 

EDINET提出書類

株式会社ＤＮＡチップ研究所(E05389)

有価証券報告書

66/83



【関連情報】

当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１　製品及びサービスごとの情報

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２　地域ごとの情報

(1) 売上高

　　　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

　　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３　主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

和光純薬工業㈱ 185,747商品販売事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　　　該当事項はありません。

 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　　　該当事項はありません。

 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　　　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

 

 

当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 23,176.39円１株当たり純資産額 18,239.49円

１株当たり当期純損失 6,022.25円１株当たり当期純損失 4,578.16円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 

 

 

(注)　算定上の基礎

　　１　１株当たり純資産額

項目
前事業年度

平成22年３月31日

当事業年度

平成23年３月31日

貸借対照表の純資産の部の合計額 (千円) 785,610 618,264

普通株式に係る純資産額 (千円) 785,610 618,264

普通株式の発行済株式数 (株) 33,897 33,897

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数
(株) 33,897 33,897

 

　　２　１株当たり当期純損失

項目
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

損益計算書上の当期純損失 (千円) 204,136 155,185

普通株式に係る当期純損失 (千円) 204,136 155,185

普通株式の期中平均株式数 (株) 33,897 33,897
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(重要な後発事象)

 

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）

投資有価証券 その他有価証券
㈱ＭＩＣメディカル 400 35,440

リンク・ジェノミクス㈱ 300 531

計 700 35,971

 

 

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
 (千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産        

　建物 420 ― ― 420 315 17 104

　工具、器具及び備品 337,98116,20028,164326,016301,11912,60624,897

　建設仮勘定 ― 16,20016,200 ― ― ― ―

有形固定資産計 338,40132,40044,364326,436301,43512,62325,001

無形固定資産        

　ソフトウエア 6,851 ― 1,998 4,853 4,578 856 275

　施設利用権 582 ― ― 582 ― ― 582

　その他        

無形固定資産計 7,433 ― 1,998 5,435 4,578 856 857

 

 (注)　当期増減額のうち主なものは、次のとおりであります。

工具、器具及び備品の増加 ………… 遺伝子増幅測定装置9,540千円他研究開発用装置の増加

工具、器具及び備品の減少 ………… 国庫補助金等を受け取得価額から控除した額9,892千円
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【社債明細表】

該当事項はありません。

 

 

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

 

 

【引当金明細表】

貸倒引当金の当期増減及び残高はありませんので記載を省略しております。

 

 

【資産除去債務明細表】

 

資産除去債務の当期増減及び残高はありませんので記載を省略しております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

 

区分 金額(千円)

現金 72

普通預金 302,320

合計 302,393

 

②　受取手形

イ　相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

八洲薬品㈱ 7,235

㈱池田理化 5,573

㈱高長 1,948

仙台和光純薬㈱ 1,890

㈱シバタインテック 1,842

その他 6,515

合計 25,006

 

ロ　期日別明細

 

期日 金額(千円)

平成23年４月　満期 12,377

平成23年５月　満期 11,224

平成23年６月　満期 1,404

合計 25,006
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③　売掛金

イ　相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

和光純薬工業㈱ 147,157

理科研㈱ 35,248

㈱サン・クロレラ 33,582

田辺三菱製薬㈱ 31,500

(独)国立成育医療研究センター 10,876

その他 51,763

合計 310,128

 

ロ　滞留状況

 

期首残高(千円)
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

当期末残高(千円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

111,436 623,256 424,564 310,128 57.8 123.4

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。

 

④　商品

 

区分 金額(千円)

マイクロアレイ 11,781

ＭａｍｍａＰｒｉｎｔ 3,220

合計 15,001

 

⑤　仕掛品

 

区分 金額(千円)

研究受託原価 2,569

合計 2,569
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⑥　買掛金

 

相手先 金額(千円)

イルミナ㈱ 47,355

理科研㈱ 7,802

㈱理研ジェネシス 3,326

ビッツ㈱ 2,100

アジレント・テクノロジー㈱ 1,719

その他 5,344

合計 67,647

 

(3) 【その他】

当事業年度における各四半期会計期間に係る売上高等

 第１四半期

(自 平成22年４月１日

至 平成22年６月30

日)

第２四半期

(自 平成22年７月１日

至 平成22年９月30

日)

第３四半期

(自 平成22年10月１日

至 平成22年12月31

日)

第４四半期

(自 平成23年１月１日

至 平成23年３月31

日)

売上高 (千円) 30,598 119,869 88,377 354,752

税引前

四半期純利益

又は純損失(

△)

(千円) △96,344 △65,070 △43,351 50,530

四半期純利益

又は純損失(

△)

(千円) △96,581 △65,308 △43,589 50,293

1株当たり

四半期純利益

又は純損失(

△)

(円) △2,849.27 △1,926.67 △1,285.93 1,483.71
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 ―

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　買取手数料 ―

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由により電
子公告をすることができない場合には、日本経済新聞に掲載して行う。
 
電子公告は、当会社のホームページに掲載しております。
（ホームページアドレス　http://www.dna-chip.co.jp/）

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　　事業年度　第11期(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)平成22年６月25日関東財務局長に提出。

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

　　平成22年６月25日関東財務局長に提出。

 

(3) 四半期報告書及び確認書

　　第12期第１四半期(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)平成22年８月11日関東財務局長に提出。

　　第12期第２四半期(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)平成22年11月12日関東財務局長に提出。

　　第12期第３四半期(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)平成23年２月10日関東財務局長に提出。

 

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に

基づく臨時報告書

　　平成22年６月28日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

 

平成22年６月24日

株式会社ＤＮＡチップ研究所

取締役会　御中

清友監査法人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　田　　口　　邦　　宏　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　佐　　藤　　紀　　彦　　㊞

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ＤＮＡチップ研究所の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第11期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について

監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ＤＮＡチップ研究所の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ＤＮＡチップ研

究所の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並

びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対す

る意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見

することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内

部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示が

ないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る

内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の

表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、株式会社ＤＮＡチップ研究所が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の

基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管し

ております。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

 

平成23年６月23日

株式会社ＤＮＡチップ研究所

取締役会　御中

清友監査法人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　田　　口　　邦　　宏　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　佐　　藤　　紀　　彦　　㊞

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ＤＮＡチップ研究所の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第12期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について

監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ＤＮＡチップ研究所の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ＤＮＡチップ研

究所の平成23年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並

びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対す

る意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見

することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内

部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示が

ないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る

内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の

表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、株式会社ＤＮＡチップ研究所が平成23年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の

基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管し

ております。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
 

EDINET提出書類

株式会社ＤＮＡチップ研究所(E05389)

有価証券報告書

83/83


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)所有者別状況
	(7)大株主の状況
	(8)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(9)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	(1)株主総会決議による取得の状況
	(2)取締役会決議による取得の状況
	(3)株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	(4)取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況等
	(1)コーポレート・ガバナンスの状況
	(2)監査報酬の内容等
	①監査公認会計士等に対する報酬の内容
	②その他重要な報酬の内容
	③監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容
	④監査報酬の決定方針



	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	売上原価明細書

	③株主資本等変動計算書
	④キャッシュ・フロー計算書
	重要な会計方針
	会計処理の変更
	注記事項
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
	報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
	関連当事者情報

	⑤附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	有形固定資産等明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	引当金明細表
	資産除去債務明細表


	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

